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１年度分の所得税・法人税所得税・法人税について、

特特 別別 償償 却却 ２２ ００ ％％ 【【拡充拡充】】
（平成22年度末取得分まで） 【【延長延長】】

３年度分の固定資産税固定資産税について、

課課 税税 標標 準準 ２２ ／／ ３３ 【【拡充拡充】】
（平成21年度末取得分まで）

予報業務許可事業者、
配信事業者

予報業務許可事業者、
配信事業者

対象資産の範囲

気象業務支援
センター

緊急遮断装置緊急遮断装置緊急遮断装置

受信装置(and/or 感震装置)からの信号を

受けて、燃料等の配給管の遮断弁を作動
させ、ガス・油等の危険物の流出を防止。

地震の初期微動（Ｐ
波）を感知して直ち
に緊急遮断装置を
作動させる。緊急地
震速報とＰ波の両方
の情報を用いること
で、高い精度で制御
を行うことが可能。

制御 制御
制御

危険物等の供給
を遮断

周囲の人達
に報知

感震装置感震装置感震装置

【【受信受信】】 気象庁発表の緊急地震速報等を受信
【【算出算出】】 各地点の予想震度・到達時間を算出
（※算出しないで気象庁発表の緊急地震速報を
そのまま使うタイプもある）

【【制御制御】】 専用の報知装置に上記情報を表示させ
たり、緊急遮断装置等の関連設備を作動させる

受受 信信

緊急地震速報受信装置緊急地震速報受信装置緊急地震速報受信装置

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置地震防災対策用資産の取得に関する特例措置（所得税・法人税・固定資産税）（所得税・法人税・固定資産税）【【拡充拡充・延長・延長】】

緊急地震速報緊急地震速報

気気 象象 庁庁

ユーザー （法人・個人事業者）ユーザーユーザー （法人・個人事業者）（法人・個人事業者）

大規模地震対策が必要な一定の地域で不特定多数の者が利用する施設・事業等不特定多数の者が利用する施設・事業等 の管理・運営を行う個人・の管理・運営を行う個人・

法人法人が「地震防災対策用資産」を取得「地震防災対策用資産」を取得する場合に、所得税・法人税・固定資産税を軽減

①① 対象資産を対象資産を緊急地震速報受信装置及び関連設備（緊急遮断装置等）に改組緊急地震速報受信装置及び関連設備（緊急遮断装置等）に改組

②② 特別償却（所得税・法人税）について、特別償却率を８％から特別償却（所得税・法人税）について、特別償却率を８％から２０％に引き上げ２０％に引き上げ

③③ 固定資産税の課税標準の特例率について、価格の３／４から固定資産税の課税標準の特例率について、価格の３／４から２／３に拡充２／３に拡充

税制で税制で
普及促進普及促進

前年度からの前年度からの
主な変更点（拡充）主な変更点（拡充）

1

（注）下記の内容は、現在関係法案が国会審議中のため、未確定情報である。
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地震防災対策用資産の取得に関する特例措置の概要地震防災対策用資産の取得に関する特例措置の概要

青色申告を行う法人又は個人事業者であって、以下の要件に該当する者

１． 適用対象者

２． 対象資産

①東海地震に係る地震防災対策強化地域、東南海・南海地震対策推進地域、日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震対策推進地域のいずれかのエリア内（ｐ３～４）において、

②大規模地震対策特別措置法施行令第４条各号の施設又は事業を管理・運営する者

緊急地震速報受信装置及びその関連設備（同時に設置する緊急遮断装置・感震装置）

３． 特例の内容

①所得税（個人）又は法人税（法人）の特別償却（対象資産を事業の用に供した最初の事

業年度において、取得価額の２０％相当額を普通償却限度額に加算して償却できる）

②固定資産税（個人・法人）の課税標準を、最初の３年間価格の２／３に軽減

（注）下記の内容は、現在関係法案が国会審議中のため、未確定情報である。



対象地域①

東海地震に係る地震防災対策強化地域および

東南海・南海地震防災対策推進地域

（平成２１年４月１日現在）

凡 例

：強化地域（東海地震）

：強化地域（東海地震）および

推進地域（東南海・南海地震）

：推進地域（東南海・南海地震）
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対象地域②

日本海溝・千島海溝周辺海溝型
地震防災対策推進地域

（平成２１年４月１日現在）
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